
特定非営利活動法人 シャプラニール =市民による海外協力の会

役員報酬規程

第 1条 (日 的)

この規程は、特定非営利活動法人シャプラニール=市民による海外協力の会 (以下、本会
という)定款第 18条 (報酬等)に基づき、理事・監事・評議員 (以下、役員という)の報

酬について基本事項を定めることを目的とする。

第 2条 (報酬及び費用の支給)

本会は、原則として役員報酬は支給しない。ただし、一定以上の勤務を定常的に担う役員

に対しては、理事会において定める総額の範囲内で報酬を支給することができる。また、

旅費等の実費を支給することができる。

第 3条 (報酬の支払方法)

役員の報酬は、その金額を通貨で直接役員に支払うものとする。ただし、法令等に基づき

役員の報酬から控除すべき金額がある場合には、その役員に支払うべき報酬の金額からそ

の金額を控除して支払 うものとする。

2役員が報酬の全部または一部につき自己の口座への振込を申し出た場合には、その方法に

よって支払うことができる。

第 4条 (報酬の支払日)

役員の報酬は、月額の金額を当月 25日 に支給する。但 し、その支給日が休日および金融機

関の体業国に当る時は、その前日に支給する。

第 5条 (報酬の額の決定)

役員の報酬の額は、勤務の状況等に応じて、理事会の決議により定める総額の範囲内で、

理事会で決定するものとする。

第 6条 (任期の途中での扱い)

任期の途中において新たに報酬を受ける役員になった者については、その日から報酬を支

給する。

2報酬を受ける役員が任期の途中において報酬を受ける対象でなくなった場合、または解任

され役員でなくなった場合には、その日までの報酬を支給する。

3報酬を受ける役員が死亡により退任した場合には、その月までの報酬を支給する。



第 7条 (通勤手当)

報酬を受ける役員には、通勤の実態に応じ、通勤手当を支給する。但し、月額 2万 5千円

を上限とする。

第 8条 (改廃)

この規定の変更および改廃は、理事会の決議により行う。

第 9条 (補則)

この規定に定めるもののほか、必要な事項は理事会が別に定める。

附則

この頬[禾呈は、 2017年 4月 1日 から茄コイ子する。

2019年 6月 1日 改定施行



特定非営利活動法人 シャプラニール=市民による海外協力の会

給与規定

第 1章 総則

第 1条 (目 的)
この規定は、特定非営利活動法人シャプラニール=市民による海外協力の会事務局員就
業規則第 32条の定めるところにより、事務局員の給与及び賞与について定めたものである。
2 アルバイ トスタッフの給与については別に定める。

第 2条 (給与体系)
給与は、月例給与と賞与とする。

第 3条 (月 例給与の構成)
給与の構成は次のとおりとする

(1)基本給
(2)家族手当
(3)住居手当
(4)通勤手当
(5)駐在員手当
(6)危険手当
(7)役職手当
(8)時間外勤務手当
(9)深夜勤務手当
(10)体 日勤務手当

第 4条 (給与締め切り日及び支払日)
月例給与の計算期間は、前月 11日 から当月 10日 までとし、当月 25日 に支給する。ただ

し支給日が休日及び金融機関の休業日に当たるときは、その前日に支給する。
2 前項に関わらず、次の各号の一に該当するときは、事務局員 (本人が死亡した場合は、
その遺族)の請求により、月例給与の支給日前であっても、既往の勤務に対する月例給与
を支給する。

(1)事務局員が死亡・退職したとき、あるいは解雇されたとき
(2)事務局員またはその家族の結婚・葬儀、天災その他の災厄もしくは傷病のための費用

を必要とするとき

(3)事務局員またはその家族のやむを得ない事由により、事務局長の承認を得た場合

第 5条 (給与の支払い)
給与は、通貨で全額を直接事務局員に支給する。事務局員の同意があるときは本人の指

定する金融機関の日座に、給与の企額または一部を払い込むことがある。
2 法令で定められた次の第 1号から第 6号のもの、また事務局員との合意があるものに
ついては、前項の定めによらず、給与から控除する。

(1)源泉所得税
(2)住民税
(3)健康保険料
(4)介護保険料



(5)厚生年金保険料
(6)雇用保険料

第 6条 (遅刻・早退・私用外出・欠勤の取り扱い)
遅刻、早退および私用外出した時間については、1給与計算期間においてすべての時間を
合計し、時間単価lr基づき、それに対応する金額を控除する。
2 欠勤は、1労働日につき賃金日額を控除する。

第 7条 (日割計算)
月例給与の計算期間の中途において、次の各号のいずれかに該当したときは、日割りで
計算して支給する。

(1)採用または退職したとき
(2)無給扱いとされる休暇、休業、休職に入ったとき、または無給扱いとされる休暇、休
業、休職から復職したとき

第 8条 (賃金日額・時間単価の計算)
賃金田額および時間単価については、次の算式により計算する。ただし算式中の月例給
与には時間外勤務手当、深夜勤務手当および休日勤務手当を除く。
(1)賃金日額=月 例給与÷1カ月の平均所定労働日数
(2)時間単価二月例給与■1カ月の平均所定労働時間数

第 9条 (平均賃金)
平均賃金は次の算式により計算する。ただし入職 3カ月に満たない者については、人職
日から当該計算事由の発生した日までの期間で計算する。

平均賃金=支払い事由発生日以前 3カ月の支払総額÷当該 3カ月の総日数

第 2章 基本給

第 10条 (基本給 。諸手当の決定)
月例給与の構成及び基本給 0諸手当の詳細は別表により、当年度 4月 1日 現在の年齢に
よって各人ごとに定める。
2 基本給には所定の時間分の時間外勤務手当を含むものとする。
3 実際の法定時間外労働にもとづいて計算した割増賃金が前項の時間外勤務手当を超え
るときはその差額を支給する。
4 前 2項は管理監督者には適用しない。

第 11条 (昇給)
昇給は、原則として毎年 1回行う。ただし会の事業内容等によりやむを得ない事由があ
る場合にはこの限りではない。

第 3章 手当

第 12条 (家族手当)
扶養家族を有する事務局員に対して次の区分により家族手当を支給する。 (1)について
は合計で 3人までとする。
(1)満 18歳未満の実子



(2)前各号以外の者で会が特に認めた者
2 前項の扶養家族に所得がある場合で、その所得の額が所得税法の非課税限度額を超え
たときは文給を停止する。

第 13条 (住居手当)
事務局員には住居手当を支給する。

第 14条 (通勤手当)
事務局員には次の区分により通勤手当を支給する。
(1)自 宅から事務所までの距離が 2キ ロ以上の者 :会が認める最短順路により計算した電
車、バス等の公的交通機関の往復交通費の出勤日数分を毎月支給する.ただし月額 2万 5
千円を上限とする。
(2)自宅から事務所までの距離が2キロ未満の者 :当該区分についての手当は支給しない。

第 15条 (駐在員手当)
海外駐在員には駐在員手当を支給する。

第 16条 (危険手当)
著しく危険が伴う業務に従事する事務局員に対して危険手当を支給する。
2 当該業務の範囲、支給額その他支給に関し必要な事項は、事務局長が別に定める。

第 17条 (役職手当)
事務局長、グループチーフには、役職手当を支給する。

第 18条 (割増賃金の算定基礎額及び単価)
時間外労働、深夜労働および休日労働に係る割増賃金の算定基礎額には家族手当、通勤
手当、駐在員手当、役職手当および賞与は算入しない。
2 割増賃金の単価は次の算式により計算する。

割増賃金単価=算定基礎額÷ (1カ月の平均所定労働時間数+想定残業時間×1.25)

第 19条 (時間外勤務手当)
事務局員が給与規定第 10条第 3項に該当する場合には、時間外勤務手当を支給する。た
だし管理監督者には支給しない。
2 時間外勤務手当は次の算式により計算する。

時間外勤務手当=割増賃金単価Xl.25× (法定時間外労働時間‐基本給に含まれる所定の
時間)

第 20条 (深夜勤務手当)
事務局員が午後 10時から午前 5時までの間に勤務した場合には深夜勤務手当を支給する。
2 深夜勤務手当は次の算式により計算する。

深夜勤務手当=割増賃金単価Xl,25× 深夜労働時間数

3 時間外勤務が深夜に及んだ場合には、時間外勤務手当の割増率 1.25に深夜勤務手当の
割増率 0.25を加算して計算する。また法定休日勤務が深夜に及んだ場合には、休日勤務手
当の割増率 1.35に深夜勤務手当の割増率0.25を加算して計算する。



第 21条 (休 日勤務手当)
事務局員が法定休日に勤務した場合には、休日勤務手当を支給する。ただし管理監督者

には支給しない。
2 前項の休日勤務において、代体を与えられた場合は休日勤務手当を支払わず、割増分
のみ支給する。
3 休日勤務手当は次の算式により計算する。

休日勤務手当=割増賃金単価×1.35× 休日労働時間数

第 4章 賞与

第 22条 (賞 与)
賞与は、事務局員の勤務状況を勘案して、年 2回支給することを原則とするが、財政状
況により支給しない場合もある。
2 賞与は、文給日に在職する者に支給する。
3 賞与の支給額 。支給日は、その都度定める。

附則

このり見定は 2001年19月 1日 から艶iイテする。
2021年 4月 1日 一部改訂



書式第 17号 (法第 55条関係 )

54 2 3号に定める事項を記載

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]
※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動
促進法施行規則第32条第 1項各号に対応しています。以下同じです。

法人名 特定非営利活動法人シャプラニール=市民による海外協力の会 事 業 年 度 令和2年 4月 1日～令和3年 3月 31日

(1)収益の源泉別の明細

入金の明細

収 益 源 泉 の 内 訳 金    額

正会員受取会費 9,821,000円

賛助会費受取会費 4,086,000円

受取寄附金 118,061,419円

受取助成金等 104,554,557 FI〕

クラフ トリンク活動収益 8,788,703円

国内活動収益 309,515円

知的貢献活動収益 879,145円

受取利息 30,718円

その他収益 669,240円

円

円

円

円

円

ノヽ
日 計 247,200,297円

先川 ヒ
1日

円

円

円

計△
口

入 金    額

該当なし

じ

円

円

、切手、 貴金属等の現物寄附によるもの受取寄附金のうち、 61,232,001円 は、

その他



2 資産の譲渡等の内容に関する事項「②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

(1)資産の譲渡に係る料金及

資産の貸付けに係る料金及び条件等

役務の提供に係る料金及び条件等

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

フェア トレーード商品等の販売 円 添付のカタログご参照

※開発教育教材の販売 (以 ド) 円

グッカのストリートチルドレン・ 100人の子どもたち 8,000円

シュキちゃんのカレ 1,600円

円

円

円

円

円

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

※開発教育教材の貸出 (以下) 円

夕
゛
ッカのストリートチルドレン・ 100人の子どもたち 2,500円

バングラデシュバッグ 4,Oα )円

子どもの瞳に映る世界セット 1,200円

家事使用人として働く少女セット 1,200 FI]

フェア トレー ド・ノクシカタ生産者セット 2,000円

ガーメントガールズDVD 1,000円

円

円

役 務 の 提 供 の 内 容 料 金 条  件  等

講師派遣 円 先方 (学校等)の謝礼による

円 ため、数千円～数万円

各種講座 500～ 1,000円 資料代等として

各種委託業務 円 個別契約

円

円

円

円



3 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

第二順位までの取引 ロ との取引]

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

譲 渡
年月 11

譲 渡 価 格 譲渡資産の内容等

別紙 1ご参照 円

※以
・マは集計情報

R2.4.1～

R3.3.31
2,063,705円 フェアトレード商品販売

R2.4.1～

R3.3.31
731,480円 フェアトレード商品販売

合計 (411件 ) 2,795,185円

円

円

円

円

(1)収益の生ずる取 の上位 5者

{2)費用の生 る取引の上位 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引
イ 資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 弓1 内 容 等

57,903,148 FII 日本 NGO連携無償資金協力

37,646,850円 寄贈切手等換金

20,672,492円 助成金

13,0《Ю,000円 JICA草の根技術協力事業

3,121,814円 日本 NGO連携無償資金協力

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 ラ1 内 容 等

49,660,017 Fl] プロジェクト費

30,476,806円 プロジェクト費

5,965,796 FI〕 郵送費等

5,658,075円 プロジェクト費

5,060,668円 事務所家賃等





別紙1資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

取引先の氏名等 法人との関係 住所又は所在地 鵬濃年月日 鱚壼価格 饉違費産の内容等

R0204.04 30,461円 フエア トレー ド商品販売

R02.04.00 730円 フェア トレー ド商品販売

R02.04.09 20,056円 フェアトレード商品販売

R0204.10 21,362円 フェア トレー ド裔品販売

R02.04.14 13.500 円 フェア トレー ド商品販売

R02.04,15 10,075円 フエアトレード商品販売

R02.04.15 4.533 円 フェア トレー ド商品販売

R02.04,10 2.920 円 フエア トレー ド商品販売

フェアトレード商品販売R02.04.18 10.950円

R02.04.22 31“0円 フェア トレー ド商品販売

R02,0422 3,650円 フェア トレー ド商品販売

R02.04,23 2.7∝)円 フエアトレード菫島賑亮

R02.0424 6,αЮ 円 フエア トレー ド商品販売

R02.04.28 24認 円 フエア ドレー ド裔贔販売

R02′

“

.∞ 22∞ 円 フエアトレード菫島巨売

R02“′∞ 1,400円 フエア トレー ド商品販売

Rα2.0ユ 02 2.7401円 フェア トレー ド商品販売

R)2.05.02 1′100円 フェア トレー ド自品饉売

R0205.02 12`“0円 フェアトレード商品販売

R02.05012 2700円 フェア トレー ド商品販売

フエア トレー ド商品販売R020ユ02 6α厠 円

R02.0507 3.700円 フエアトレード商品販売

R0205.09 6.∞0円 フェア トレー ド商品販売

R02.05.13 1`《

'C円
フェア トレー ド商品販売

R02.05.16 730円 フェアトレード自品販売

R02_05.19 2.2DO円 フエア トレー ド商品販売

R02.06.19 2.920円 フェアトレード商品販売

R02.05.19 3.徴玲 円; フェアトレード商品販売

R02.05.19 2■7(Ю 円 ワェフトレード商品販売

R02.05.19 8.078円 i フエア トレー ド商品販売

R02.05、 19 22Ю 円 フエア トレー ド商品販売

R02.05.23 5.166円 フェアトレード商品販売

RC2.05.27 6.490円 フェア トレー ド商品販売

R02.0527 61128 円 フエア トレー ド商品販売

R02,05.27 5息

“

円 フエアトレード商品販売

R02.05.29 5.457円 フェア トレー ド商品販売

R0206.02 7.召Ю 円 フェア トレー ド商品販売

R02.06_02 7.∞0円 フェア トレー ド商品販売

R02.(B,∞ 3.520 FЧ フエアトレード商品販売

R02,06.10 7.300 円 フエアトレード商品販売

R02.0611 QO蛍)円 フェア トレー ド商品販売

R02.06.11 72α〕円 フェア トレー ド商出販売

R02.(X,、 13 2.276円 フェアトレード商品販売
~77関

円 ブエアトレ‐ド商品販■

R02.06.17 2.190日 フェアトレード商品販売

R02.06.18 6,000 r9 フェア トレー ド商品販売

R02.06.10 1■580円 フェアトレード商品巨売

R0206.19 2100円 フェア トレー ド商品販売

R02.∝." 1.蒙

'0円
フェア トレー ド商品販売

ば2“_" 21601■ フェアトレード商品嘔亮

1/9



別紙1資産の譲渡(棚卸資産を含む。)

璽
=王
コ

日7■Iラ嗣

取]1先の氏名等 法人との口係

R2.γ ."

R020715

住所又は所在地

フェア トレ… ド商品鷹売

□
==コ
EE□匡

=園

ア ド商品販売

R02.07.15

R0207_15

フェア トレー ド自品販売1,S,71

レー

R02.07.31 6.588円

|  __■堅っ_口 |__7=zlレード商品販売

トレー ド商品販売

フ

レー ド商品販売アフ ェ ト

レー ド商品販売

ェア トレー

フェアトレー ド商品贖発

ヨ予ITttB i t.w *, ,-, rr- Ft&l

_塾 ,堅1__里
`フ
ニ LレーFm駆売

ぼ予rTフ周 | [形

R0209"

14714 `■R0209_00

3,110円

1.αЮI円

鳳i2´二Z上セ
=_ド
自員理菫

レー

トレー ド商品販売

フェア トレー ド商品販売

フェアトレード商品販売

フェアトレード自品販売

R020925 フェア トレー ド商品販売

657円 ! フエアトレー ド商品販売

フェア トレー ド商品販売

フェア トレー ド商品販売

フェア トレー ド自品重売

_」墜:■ _■ フェア トレー ド商品販売

11 17 ェア トレー ド自品販売

R02.11.25 ド商品販売

フェア トレー ド裔贔販売

ド商品販売

フェア トレー ド商品限発

R02_1205 レー

R0212.00 フェアトレード南晶阪発

ド商品販売

R02.1210

10 フェア トレー ド商品販売

R02.1007

R02■ 001

興 菫」Q _=__´ _■ 12p__口 :_2■τ上クー
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別紙1資産の譲渡(棚卸資産を含む。)

取引先の氏名等 法人との関係 住所又は所在地 饉濃年月日 ■菫価格 攘譲資産の内容等

R02.1210 ユ亜p円 : フエアトレード商品販売

R02.12.10 14,430円 | フエア トレー ド商品販売

Rα2.12_14 7.0(Ю 円 墾 二士 レ■ ド商品販売

Rα2.12.14 15.000 円 フエア トレー ド商品販売

R02.1214 730円 フエア トレー ド商品販売

R0212.14 7.0501 Fl フェアトレード島品E亮

R02.1214 2,170円 フエア トレー ド商品販売

R02.12.14 lgЮ 円 フエア トレー ド商品販売

R02,12.14 2.∞0円 フェアトレード自贔販売

R02.12.14 2鯰0円 フェアトレード商品販売

R02.12.14 1∞0円 フエア トレー ド商品販売

R02.12.14 13.400円 フエア トレー ド商品販売

R02.12.14 7.030日 フェア トレー ド商品販売

R02.12.14 1.130 F■ フェア トレー ド商品販売

R02.1214 7.400円 フエア トレー ド自品販売

Rα2_12.14 2,650円 : フエア トレー ド商品販売

R02.12.14 Q250円 フエア トレー ドロ晶販売

フェアトレード商品巨売R02.12.14 8.070円

R02.12.14 6.340 ,1 フェアトレード商品饉発

R02.12.14 Q鋼 円 : フェア トレー ド由品販売

Rl認_1214 2700円 フェア トレー ド由品臣売

R02.12.14 3.7∞ 円 フエア トレー ド商品販売

R02.12.14 フェアトレー

R02.12.14

R02.12.14 a200円 フェアトレード商品販売

R02.1214 1‖ヽ0円 フエア トレー ド商品饉発

R02.12.14 2,480円 フェア トレー ド商品販売

R02.12.14 6.300円 フェアトレード商品販売

R02.12.14 aaЮ 円 フェア トレー ド商品販売

R0212.14 1 600 rЧ フェア トレー ド商品販売

R02.12.15 2.700 円 フェアトレード商品販売

R02.12.15 1,900 fЧ フェア トレー ド商品販売

R02.12.16 8.250 円 フェア トレー ドロ品販売

フエアトレード宙贔販売R02.12.16 2∞0円

Rα2.12.16 8.4Ю 円 フェア トレー ド自品販売

フェア トレー ド商品販売R02.12.16 7β∝)円

R02.12_16 6210 El )r, l-v-l:frNfift
R02.12.16 0000円 フェアトレード宙晶饉売

R02.12.16 40.000円 フェア トレー ド商品阪亮

R0212.16 1,100円 フェア トレ… ド自贔販売

フェア トレー ド商品販売R02.12.16 52,“ 2円

R02.12.16 5.∝Ю 円 フエア トレー ド自贔販売

フエア トレー ド商品販売R02_12.16 2.500円

~…
驚 OZ■2:7 

・ …………
冨300円 フェアトレ=ド庸品E整

R02.12.17 1,300 円 フエア トレー ド商贔鷹売

R02.12.17 2.700円 フエアトレード商品販売

R02.12.17 2.500 円 フエア トレ… ド商品販売

Rα2.12.17 6580" フェア トレー ド商品販売

R02_12.17 1.∞OR フェア トレー ド裔贔販売

R02■ 217 1200:■ フェアトレード壼昌距■
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別紙1資産の譲渡(棚卸資産を含む。)

法人との関係

フェア トレー ド自品販売

口
=回
回
=コ

レー

3JЮ 円

取引先の氏名等

6200:■

凛凛年月日住所又は所在地

R02.12.17

フェアトレー

フ ェ

R02_12_17

R02.12.17

R02_12.17

R02.1217

フェア ドレ… ド商品販売

フェア トレー

フェア トレー ド商品販売

アトレー ド自曇販売

R02.1217

R02_1217

口t02.12.17

105

R02_1217

R02_1217

R02.12.17

R02.1217

RCr2 12 17

R021217

フェア トレー ド商品販売

RC212 17

R021217

フ

ド裔品販売

トレードロ品販売

トレ‐―ア ド自昌販売

ド商品販売

ェアトレー ド商品販売

フェア トレー ド商品販売

フエア トレー ド商品販売

s--al,z-:-zr

____二塁ユロ1_7■■Lレτド●駆 ■

フェアトレ… ド自品販売

. _12!o_ Hi z:-z_ I !- F[&J!!
ド商品販売

ュ
"0_旦
_21Z_t_k=ド壺曇塁奥_

ド自昌販売

フェア トレー ド商品販売

フェア トレー ド商品販売

乙
"■
口17こ■1レァド●趣懸壼_

フェア トレー ド商品販売

フェア トレー ド自昌臣売

フ エア トレー ド自昌販売

フェア トレー ド自品販売

100

レー

フェア トレー ド商品販売

フェアトレー

ド商品販売

フェア トレー ド商品販売
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別紙1資産の譲渡(棚卸資産を含む。)

法人との関係 住所又は所在地 11饉年月日 臓演価格 腱演資産の内容等

フェアトレー ド商品販売R02.12,18 ■5∞ 円

R02.12.18 6.2001円 フエアトレー ド壼品販売

フェア トレー ド商品販売R02.1218 2630円

R02.12.10 8.430 F9 フェアトレード蘭品販売

R02.12.18 3Ю00円 フェアトレード商品販売

R021210 4`800 円 フェアトレード商品販売

R021210 3β00 円 フエア トレー ド商品販売

R02.12.18 12.770 円 フェアトレード商品E売

R02.12.18 11.000円 フエアトレード商品販売

R02.12_18 8,9∞ 円 フエア トレー ド商品販売

R02.12.18 7.6(Ю 円 フェア トレー ド商品販売

R02.12.18 4,0001円 フェアトレー ド籠島販売

R02.12.18 6,C50円 フエアトレー ド商品販売

R02.12.10 7.850円 フェアトレード商品販売

R02.12.18 3.α

'0円
フエア トレー ド商品販売

R02,12.18 7.470 円 フエア トレー ド自曇鳳発

R02′ 12.18 4.300 Fl フェア ドレー ド商品販売

R02.12.19 7.6(ЮI円 フエア トレー ド商品販売

フェア ドレー ド商品販売R021219 7,470円

R02.1219 a030円 フエアトレード商品販売

R02.12.19 1.100 円 フェアトレード商品販売

R02.12.19 4,000 rヨ フェアトレー ド商品販売

R102.12.19 0.010 円 フエアトレー ド商品販売

R02.12.19 3200円 フエア トレー ド商品販売

フエア トレー ド商品販売R02.12.19 2.435円

R02.12.10 5.5701■ フェア トレー ド商品販売

R02.12.19 3.160 ,] フェア トレー ド商品販売

R02.1219 6.7ま)円 1 フエアトレー ド商品販売

Ft02.12.19 7.470円 : フエアトレー ド商品販売

R02.12.19 10■60円 フェア トレー ド商品販売

R02.12.19 8.100円 フェアトレード商品販売

R02.12.19 12.“0円 : フエアトレー ド商贔販売

R02.12.20 3,470円 フェアトレー ド商品販売

R021220 1`α30円 1 フエアトレー ド商品販売

R02.12.20 11.370R フエア トレ… ド商品販売

R02■ 220 6.150円 フェアトレード商品販売

Rm.12" 2.mO円 フェア トレー ド商品販売

R02.12.20 14.7001円 フェアトレー ド商品販売

R021220 8.5∞ 円

Rα2_1220 19`mO円 フェアトレー ド商品販売

R02.12.20 3,000円 フエアトレー ド商品販売

R02.12.20 2p00 円 フェアトレード商品販売

R02■ 2.20 7.“7円 フェア トレー ド自品販売

■2122D… ‐7=アドレ出下自畠饉■

R曖■2." フェア トレー ド商品販売

R唸12カ 4290円 フエア トレー ド商品販売

R02_12_20 1.300円 フェアトレード商品販売

R02.12.20 9,370円 フェアトレー ドロi限売

R02.12.20 6.500R フェア トレー ド裔品販売

Rα2■ 220 3-170 Fli 7r7t l,-tstBEtl
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別紙1資産の譲渡(棚卸資産を含む。)

法人との関係 住所又は所在地 饉議年月日 腱農価格 饉菫費産の内容等

Rα2.1220 1,000円 フェア トレー ド商品販売

R02.12`20 Q300円 フェア トレー ド商品販売

フェア トレー ド商品阪発R02.12.20 6250円

R021220 6.1∞ 円 フエア トレー ド商品販売

R02.1220 3.∝Ю 円 フェア トレー ド商品販売

R02.12.20 12.4001 円 フェアトレ… ド鶴品販売

フェア トレー ド商品lE売R02.12.20 __』 墾L旦
1.600円R02.1220 フェア トレー ド商品販売

Rα2.12.20 Q600円 フェア トレー ド商品販売

R02.12.20 7,7∝)円

レーRC曖.1220 a250円

R02.1220 11,3(Ю 円 フェア トレー ド商品販売

R02.1220 24Ю 円 フエア トレー ド商品販売

フェア トレー ド商品販売R02.12.20 4α
'0円

R02、 1220 7.IЮ 円 フェアトレー ド商品販売

R02.12.20 2.200 円 フェア トレー ド商品販売

R02.1220 7,650 E: azTtv-F'!fir]tfi,
Rα2.1220 4.550 ,■ フエアトレード商品販売

フェアトレード由品販売Rα2.1222 6.“0円

R02.12.22 7,100円 フェア トレー ド商品販売

R02.1222 201∝)円 フェア トレー ド商品購亮

フエアトレー ド商品販売R02.12.22 1.6(ЮI円

R02.1222 6.300 円 フェアトレー ド商品販売

R02.12.22 6,18円 フェア トレー ド商品販売

RC2.1222 5.まЮ 円 フエア トレー ド商品販売

RC2.1222 3,1∝)円 フエア トレー ド商品販売

R02.12_22 6.200円 フェア トレー ド商品販売

RЮ2■ 2.22 6.1∝)円 | フェア トレー ド商品販売

R02.12.22

R02.1222

2.8∝)円

3.2∝)円

フエア トレー ド自品販売

フェア トレー ド自品販売

フェア トレー ド商品販売

フエアトレー ド商品販売

フエアトレー ド商品販売

フェア トレー ド商品販売

R02`12.22 ■3∞ 円

R0212、 22 7.200 円

R02■ 2_22

8.580 円

7.000 円

…____ppFq興

10.280円

7.6∞ 円

フェアトレー ド商品販売

フェアトレー ド商品販売

フェア トレー ド商品販売

R021222 6.贅Ю 円 フェア トレー ド商品販売

フェア トレー ド商品販売

フェア トレー ド商品販売

フェア トレー ド商品販売

フェア トレー ド商品販売

フエア トレー ド商品販売

R02.12.23 7.400円

R02.1223 1,9∝
'日

4.600 円R102.12.23

R02.12.23 7.∝,0円

R02.12.23 6,αЮ 円

2.750 円R02.12.23 フ ェ レー

R102.12.23 14,700 円 フェア トレー ド商品販売

フェアトレー ド商品販売R02.12.23 6.120 円

R02′ 12.23 10,0∝ )円

64駅)円

フエアトレー ド商品販売

フェアトレー ド商品販売

フエア トレー ド商品販売

フェア トレー ド商品販売

R02.12.23

R02.1223 7.300円

…

R0212.23 2.700 F9
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取引先の氏名等

フェア トレー ド由品距亮
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別紙1資産の譲渡(棚卸資産を含む。)

31議僣格     鵬演費産の内容等

フ レー・

フェアト

R0212.23

R02.12.23 フェア トレー ド自昌販売__型 LJl
36∞ 円 . フェフ トレー 肝 TF□

Rα2.1223 6.8m tsi 7r7Fru-l:i8lEfi

R021224

R0212.24 フェアトレー ドロ邑販売0.

amO円 | フェフトレード由品菫亮

2∝,0円 | フェアトレード商品重売

フェアトレー ド商品E亮a嶽)0円 |

R02.12.24

R02.12.25

□堅
=コ

取引先の氏名等 法人との目係 住所又は所在地

6780円 | ラェフ トレー ド由品販売Rα2.1225

R02_1226 1.200円 ! フェア トレー ド自昌饉亮

R021226 フェア トレー ド商品距亮
|

62(Ю 円 1

フェフ トレー ド自品嘔売6520:円 |R03.01.05

フエアト

RIIImB

R030■ 06

R030116 フェアトレード商品距亮
|

2.600円 |

R0301_06

R03_0106

円 |

62∞ 円 i フェア トレー ド商品販売

R03.01.06

口:03_01_OB

R03.0106

FЮ3.01.06

R03_01.07

RTIII羽

110

フ ト

フ

1_860 r■ フェア トレー ド商品販売R03_01.00

R030100

R03.01.09

R03.01.00

R03.01、 09

Rα3.0109

口:03_01 12

R103_01.12

フェアトレー ド商品販売

フ ェ

フエアトレー

3,420 日 フェア

ア

R03.01.12

,r71., lu-liil&lltROa01.13 53.4721円

R03.0113

R03.01.13

R03Юl 13

R03、01.14

R03.01.14

R(,3.01.14

R03.0114 フェア トレー ド自ユ販売

フェアト

フエアトレー
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別紙1資産の譲渡(棚卸資産を含む。)

取引先の氏名等 法人との関係 住所又は所在地 餞議年月日 璽亜口 ロコ
=コ
彊口田

フェア トレー ド由昌盟売ROa01.15 4_100 F電

R03.0119 3500:■ フェフ トレー ド商品販売

R03`01.20 7(Ю 円 フェア トレー ド商品販売

腱0301_20 3540'■ フェフ トレー ド商品巨売

R0301_23 a950ロ フェアトレード商品販売

フエア トレー ド襲墨販壺

R03_01_24 2500F■ フェア トレー ド商品距甕

R01■0125 2_100 ,■

フ ェR03.01.26 23855円

9.5∝)円

R03_01、 28 3_000「電

R030128 5500:■

3830:■

R03_0128 7.450 `■ フェア トレー ド商品飯売

R03.0120 6.7〔ЮI円 フェア トレー ド商品販売

R03.0129 a900円 フェア トレー ド宙昌販売

フエア トレー ド商品販売

フェア トレー ド商品販売

R03.01.29 7.600 '電

R03.0130 6290'■

,ェ ア トレー ド由 品暉凛

|

R03_0202 1   2」 m円 フェフ トレー ド商品販売

R“.02餃 3050円 フェア トレー ド商品E売

6.717円 フェア トレー ド商品販売

R".02崚

R03_02_02

R0302_03 3.αЮ1 1円

ROa02.05

R0302_06 2600:■

RTI″TΠ 11.392:■

R0302.10

20 304 rЧ

熙Ю3_02_12 1■900:■

R“.υ 13 63∝)円 フェア トレー ド商品販売

フェア トレー ド商品販売R0302■6

ROa02.16 15000:■ フェア トレー ド商品巨亮

RЮ3 02.17 17.7〔Ю 円

3.000円

フェアドレー ド商品販売

R03.02.19 フェア トレー ド商品販売

フェアトレー ド商品販売

フェア トレー ド商品販売

フェア トレー ド商品販売

フェア トレー ド商品販売

フェア トレ… ド商品販売

R03.∝.20 3.400 F:〕

R03.02.24 200716円

R03_C224 la500 1円

マIIT形3 6300:■

R03.02.27 4940日

6,300 円

1.000円

フェアトレー ド商品販売

フェア トレー ド商品販売RTIIIコ

5■001円 フェア トレー ド商品販売

フェア トレー ド宙昌EE亮R030306 60001■

ぼTTTT璃 11■001円 フェア トレー ド商品販売

R0303Ю6 3.300 円 フェア トレー ド商品販売

R03.03.06 12∞01■ フェア トレー ド自昌販売

フェア トレー ド商品販売R03.03.09 ■まЮ 円

3/9



別紙1資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

取引先の氏名等 法人との関係 住所又は所在地 凛饉年月日

R03.03.09

凛濃輌格 諄演責産の内春等

4,“0円 : フェアトレード商品販売

R∝

“

鵬 a700円 フェア トレー ド商品巨売

R03.“ .00 0●00 円 フエア トレー ド自昌販売

R03.03.10 3,000円 フエア トレー ド商品販売

R0303.10 6.∝Ю 円 フエア トレー ド商品販売

R03.03.11 7.110円 フェアトレード商品饉売

R03.03.13 7,860円 フエア トレー ド商品販売

Ft03.0317 6.∞0円 ヱ多 雙 _■_」菫鯉 二

フエアトレード由贔距売R03.0325 52.820円

R03.0325 6.2Ю 円 フエアトレード商品販売

RO13_03_31 7_2001 FЧ フェア トレー ドロ品販売

9/9



氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

1,000円

1,000円

1,000円

50,000円

1,000円

R2.04.06

R2,05,11

R2.06.04

]R2.07.01

R2.07.07

1,000円

1,000円

50,000円

1,000円

1,000円

R2.08.04

R2.09。 04

R2.09.30

R2.10.06

R2.11.05

100,000円

1,000円

1,000円

1,000円

1,000円

R2.12.02

R2.12.07

R3.01.07

R3.02.04

R3.03.09

円

円

円

円

円

4 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の規族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が
20 卜であるものに限る の 並 日

5 給与の総額等に関する事項 [⑤給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項]

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

32人
74,735,055「 l

(う ちバングラデシュ事務所 10,305,397円

ネパール事務所 3,593,234円



支出年月日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支‖|した寄附金額

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

別紙 2ご参照

イ営ヽ    言十

6 した [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

フ 海外への送金等に関する事項 (その金額が200万円以下の場合に限る。)[⑦ 200万円以卜の海外への送
つ におけるし 日

実  施  日

別紙 3ご参照

使 途 金   額

円

円

円

円

1可

円

円

円

円

円



別紙2支出した寄附金に関する事項

ｎ
ロ

R2.4.8

R2.6.3

R2.6.4

R2.6.5 新型コロナ緊急救援

新型コロナ緊急救援

新型コロナ緊急救援

2,931,451

254,405

219,3(HD

395`604

652,235

485,910

3,041,648

家事使用人として働く少女支援

新型コロナ緊急救援

R2.6.11

R2.6.11

R2.6.25

R2.7.27 22,1981704円

15,002.006円ン・アンフアン緊急救援

1,312,882円

534,765円

4,746,130円

3,591,088円

1,001,030円

R2.7.31

R2.9.21

R2.10.14

R2.10.21

R2.10.21 クロン・アンファン緊急救援

937,081 円

R2.11.30  1 7'e'(ルドヘルプライン運営費 1,50Q000円

R2.12.3  家事使用人として働く少女支援 1,355,632円

R2.
洪水・土砂崩れリスク剛滅プロ 884,807円

R3.1.19 750,277

R3.1.21

_

家事使用人として働く少女支援 1,370,992

R3。 2.18 1,577,338

R3.2.18 504,875円

R3.2.19 1,290f785円

R3.3.6 21,606,767円

R3.3.11 621,323円

R3.3.11 465,299円

89,372,994円



別紙3海外への送金等に関する事項

実施日 使途 金額

R2.04.08 ネパールヘの緊急救援送金 219,360円

R2.00Ю3

貶 .00.04

(-/t a
′

652.235円

395,004円

R206.05 バングラデシュヘの緊急救援送金 485,910円

R2.00.11 バングラデシュヘのプロジェ外費送金 3,041,048円

R2.00.11 バングラデシュヘの緊急救援送金 254,405円

R2.00.25

R12.07,01

R2.07.03

バングラデシュヘのプロゾェ外費送金 2,9011451円

561747円ネパールヘの輸入代金送金
バングラデシュヘのプロジェ外費送金 4,819,425円

R2,07.31 バングラデシュヘの緊急救援送金 15,0021000円

R2.08.00 バングラデシュヘの輸入代金送金 36,235円

R2.08.11 バングラデシュヘのプロジェ外費送金 1,167,533円

R2.00.09 バングラデシュヘのプロジェ外費送金 1,061,302円

R2Ю9.16

,代金送金

ン`グラデシュヘのプロシ1

1,630,790円

147.633円R2.09.23

R2.lQ21 4,746,130円

R2.10.21

R2.11.09

バングラデシュヘの緊急救援送金 31591,688円

バングラデシュヘのプロゾェ外費送金 21591,177円

R2.11.24 バングラデシュヘのプロシ・ェ外費送金 937.081円

R2.11.30 ネパールヘのプロジェ外費送金 1,500.000円

1,373,325円R2.1203

R2.12.03

バングラデシュヘのプロジエ外費送金
バングラデシュヘのプロジェ外費送金 1,355,632円

R2.12.08 バングラデシュヘの輸入代金送金 708,448F:]

R2.12.08 バングラデシュヘの輸入代金送金 113,444円

R2.12.08 ′ コ . 93,004円

R2.12.08 ネパールヘの輸入代金送金 30,265円

R3.01.06 バングラデシュヘのプロシ
°
ェ外費送金 988,427円

R3.01.06 ネパールヘの輸入代金送金 72,203円

1,370,992FElR3.01.21

R3.02.04

バングラデシュヘのプロゾェ外費送金
バングラデシュヘのプロシ

・ェ外費送金 1,152,103円

R302.18 バングラデシュヘのプロジェ外費送金 1,577,338円

R3.02.18 ′

′

564,875円

R3.02.26 1,934,865FE]

R3.03.11 ′

バングラデシュヘのプロジェ外費送金
621,323円

R3.03.11



書1式第 7号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チエック表  (第 3表 ) (初葉)

∝薄1中D
・ 認定基準等チエック表 (第 3表)は、法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬鵬程守提出書類)の提出時においても趙載及び添
付する必要があります。その場合、上記口の1田餞の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつてIよ 法第騎条第1項に基づく書類 (役員報酬麟籠日颯出書類)に配職した事項について、

添付を省略することができます。

法人名 特定非営利活動法人シャプラニール=市民による海外協力の会 チェック欄

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

(1)役員及びその親族等
② 特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等
口 各社員の表決権が平等であること

′

ハ 会言‖こついて公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記
録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること
二 支出した金銭の費i勧期 らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

(注 1)

(注 2)

各欄の人数等は、第3表付表1「役員の状況」から転記してくださし、

③及訳〕こついて:よ 」嗽点以下第2位を切り捨てた数値を記載してください。

ロ

区  分

役員数

最も人数が多

い「親婚 1の

グル‐―プの人

数

割 合

②■③

最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

割 合

④÷◎

① ② ③ ④ ⑤

④
令和2年 4月 1日～冷和3年 3

月31日 12人 0人 0% 0人 0%

⑮ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

中 請 日寺
人 人 % 人 %

各社長の表決権が平等である ④ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申請時

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

|まい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項  目

上記を証する書願の名称とその内容等



ハ

項
日

【 ③ ⑮ ◎ ③ ◎ ① 申請時

会計について公認会計上又は監査法人の監査を受け

ている

Ч壁レ

いいえ

)はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書願の備付け、取引の記録及び帳簿書類の保存
を青色申告法人に準じて行つている

ーЧユン

いいえ

) l*l'
t, rl, ri

はい

いいえ
`ま

い

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項
ロ
ロ ④ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申請時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の記

載がある等の不適正な経理の有無

´

有くこ )有・無 有 `無 有・無 有 。無 有・無 有 `無

第3表 (″∪D

∝菫中Q
認定の有効期間の要新の申請に当たつては、法第昴条第1項に基づく書類 (役員朝日樹鵬慰劇腱出書類)に剛餞した事項について、改
めて

“

躍する必要はありません。

ェック 3

○ 二において、「費逸が明らかでないもの」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を磁曖:することができないも
のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を
明らかにしない支出がある場合も、当然に「費彊い`明らかでないもの」があることになり、認定を受けることはできません。

項    H 記 載 要 領 注 意 事 項

イの各機 区分欄影|)「①～①」の各幅には、実績準淀期間の各事業

年度 (又は各年)を記繊します。

第3表付表1「役員の状況Jを記載して、l①」、l②」及

び「④」の各欄に該当する人数を転祀します。

口の各欄 該当する一方を |○」で囲みます。
「上記を証する書類の名称とその内容等1欄には、例え

lム 「定款 (又は会則)第○条に『各正会員の表決権は、平

等なものとする』と規定」のように記載します。

「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに記載します。

t:Affi 該当する一‐方を「○」で囲みますL

なお、10」 から「①」については、イにヨ徴騰する各期間

(「④」から「①」)を示したものです。

① 「会計について公
“

会計士又は監奎

法人の魔奎を受けている」の「はじL
E=1:≧_ユ

`L』
[倉」二!雪日堕□Ш墜壺:

鯉工笠 ユニ
② i喘摩翻″哺勝

“

ナ、取引の記蹴及
び犠田‖日諄0保存を青色申告法人に筆

して行つている」の「L墜上に [01_

じ

`L:盪

倉:L:」 iユ:、 」̈五旦重塁廻堕量2」理担目墨
雄の塗狙1を記載し添付してくだ」さ上、

=o*il 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「①」については、イに記戦する各期間

(「④」から I①」)を示したものですt



法人名
特定非営利活動法人シャプラニーー

ル=市民による海外協力の会
③ ⑤ ◎ ⑤ ◎ ① 申 請 時

役  員  数 12人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

書式第 8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況 第 3表付表 1

(注意事項)認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に
記載した事項について、添付を省略することができます。

役 員 の 内 訳

氏  名 住  所 職名 続柄等

就 任 等 の 状 況

⑤ ⑮ ◎ ④ ◎ ① 中請時
就任・退任

年月日

理事

理事

理 事

理事

理事

理事

理事

理事

理事

監事

監事

監事

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

H27.6.27

H29.6.24理事就任

H29.6.24理事就任

理事就任H30. 6. 23

Rl.6.27理事就任

Rl.6.22理事就任

Rl.6.22

R2.6.20理事就任

R2.6.20理事就任

H30.6.23監 事就任

Rl.6.22監事就任

Rl.6.27監事就任

(1)最も人数が多い「親族等」のグルー

プの人数

(2)最も人数が多い「特定の法人の役員

又は使用人である者並びにこれらの

の



法人名 特定非営利活動法人 シャプラニールこ市民による海外協力の会

伝 票 又 は l,員 簿 名 左の帳簿等の形態 詢帳の時期 保存期間

総勘定元帳 会計ソフト (PCA会計)

使用 ノレーズリーフ

毎 日 10年

入金伝票 ルーズリーフ 毎 日 10年

出金伝票 /v-Ay -7 毎 日 10年

振替伝票 tv*At) *Z 毎 日 10年

給与台帳 ルーズリーフ (エクセノ勁 月次 7年

棚卸台帳 ルーズリーフ (エクセル) 毎 日 7年

書式第9号 (法第44条・51条・58条関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

(寵麟園D
。 「伝票又:劇熙障名」欄は、例えば「入金伝漂し、「出剣目釉、1搬替晨晨:、「現斜Чm口、「絡勘定元帳」などのように記載します.
0 「左の帳購等の形態」樹ま、「単票」、町レーズリーフ」、「装T帳簿」などのように認載します。
・ 「配幅の時期」欄は、鴨時」、「毎日ょ「―週間ごと」のように記載します。
・ 認定の¨ 更新の申請に当たつては、法第55条第 1項に基づく1躙1(役員欄翻腱割 出書Dに 日蘭:した内容に」距
がないときは、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人 シャプラニーノレ市民による海外協力の会 チェック欄

′

4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 宗教活動又は政治活動等を行つていないこと

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人と
当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人の財

産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上記イの

活動を行う者又は特定の公職の候補諸若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上であ
ること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

ロ

有・⑬

日

【 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 中言i調寺

鉦

項

有・ 無

有。③ 有 ・ 無

有 。無

有 ・ 無 有 ・ 無有 ・ 無 有 。無 有・ 無

有 ,無 有 。無有 `無 有 ・ 無 有・ 無

有・ 無 有有 。無 有 ・ 無 有 ・ 無有。③

宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者を

教化育成する活動

政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに

反対する活動

特定の公職の候補者着しくは公職にある者

又は政党を推蒔し、支持し、又はこれらに反

対する活動

項 日 ① ⑤ ◎ ① ◎ ① 中請時

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に

対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対す

る報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他役

員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供与

の有無

有・⑬ 有・無 有・無 有 ,無 有・無 有・無 有・無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産のその譲渡の時における個額に比して著しく過少と

認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する

法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特別の利益の供

与の有無

有。① 有・無 有・無 有。無 有・無 有・無 有・無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して特易|」の利益のI共与の有無
有。① 有・無 有。無 有・無 有・無 有。無 有・無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は

特定の公機の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の

有無

有 ⑬ 有・無 有・無 有・無 有。無 有。無 有・無

書式第10号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チエック表  (第 4表 ) 圃 珂

∝菫申Q
・ 「認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬観臓諄提出書類)の提出時においても記職
及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)」 (ハ及び二)の記職及び添付の必要はありま
せん。
・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第 1項に基づく書類 (役員報日槻程等提出書期)に記載した事項につい
て、添付を省略することができます。



書式第13号 (法第44条・51条・58条関係)

ェック 5

法人名 特定非営利活動法人 シャプラニーノレ市民による海外協力の会 チェッタ‖闘

5 次に掲げる書類につしヽて閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事
務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等
口 継 基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する額
ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類
二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程
ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の議演等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事項
等を記載した書類

EEEコ

次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

※目■に関する細剛 網麟宙脚D等がある場合に:よ その申口:(慟内刷紛 等を添付してくださし、

轟思同

ｌヽ′
罐ヽ●
´

′みじ一、
L/tr,.

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産日録、1割昔対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人以上の者の
民名及び伽万又は居所を記した書面)

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、継諄翔爾麟l書の写し)

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

寄付金を充当する予定の具体的な事業の内容を鶴載した書類

前事業職 の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の調疎勝:」の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項
② 資産の鎮渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項
③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金願その他その内容に関する事項
。 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い_日立5者との取引
・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者霧しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊
の関係のある者との取引

① 寄附者 (役員、役員の配働者若しくは=期等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当麟法人に対する
寄附‐金の額の事業年度中の合計額が加万円以上であるものに限る。)の氏名並αこその寄附金の額及疇 月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した翻

“

lヽ金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ 海外への送金�ま

`滅

ン|)持出しを行った場合におけるその融 び獲途並びにその実施日

助成金の支給を行った場合に事後に所鞠制こ提出した書類の写し

′

´ヽ

駆理菫コ
・ 認定基準等チエック表第5表は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬観程等提出書期)の提出時に記載及び添付する必要
があります。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、添付の必要はありません。



書式第 14号 (法第 44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表 )

法人名 特定非営利活動法人 シャプラニール生市民による海外協力の会

認定基準等チェック表  (第 6表)

認定基準等チェック表  (第 7表 )

認定基準等チェック表  (第 8表 )

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後1年を超える期間が経過し
ていること

チェック欄

事業年度 月  日～  り1  日 設立年月日 μ`成  年  月  日

(麟輌
・ 法第55条第1項に基づく日順 (役員組酬鵬櫻嘲日出日Dの提出時に当たつてはも認定基輝時チェック表 (第 6表及び第8表)
iよ 配載する必要はありません。
・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記■の必要はありません。また、法
第55彙第1項に基づく書類 (役員報酬観鰹嘲口当日Dに 1日職した事項について、改めて記載する必要はありません。

6 1実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等を同法第
29条の規定によりi調轄庁に提出していること

チェック欄

特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等σ)酪庁への提出の有無
④ ⑤ ◎ ① ◎ ①

有 ・ 無 有 ・ 無 有 。 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 。 無

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利
益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チ̈ェック欄

′

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定島串等チエック表 (第7劇)は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬観個崎拠出書類)の提出時に記載及

び添付する必要があります.

③ ⑤ ◎ ① ◎ ① 中 請 時

有 。① 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 。 無 有 ・ 無



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 特定非営利活動法人 シャプラニ~ノい市民による海外協力の会 チェッタ欄

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の基準にかかわら

た場合において、その取消しの原因となつた事実があつた日以前 1年内に当酸認定特定非営利活動法人又は当議特
例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日から5年を経過しないもの
口 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなった日から5年を経過しな
し嗜
ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したこ

罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがな
二 暴力団の構成員等住2)
2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人

3年を経過しない法人

る法

5

とにより、若しくは刑法 24条等 田 )若
したことにより、又は国税若しくは地方税に関すしく る法律に違反したことにより、

くなつた日から5年を経過しない者

人は認定、 ことができません。

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団

1 うち、次のし

認定特縫り罐杯il活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例陽定

を取り消された場合において、その取消じの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定特

定非営利活動法人又は当譲特例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその

取消しの日から5 しない者の有無

ロ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5

年を経渦しなレ

特定非営剰鯛贈劇障働残著しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑

法第204条等若しくは暴力行為鰤拠嗣法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関す

る法律に違反したことにより、罰御 1に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けるこ

とがなくなった日から5年を1離過しない者の有無

イ

ハ

有 ①

有

有

ロ

⑬

有一
一

しの日から5 法ヽ人
，
“ Errt ( \u \i
Ｑ
Ｕ 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 l*t,r'( えヽ

4 国税又は地方税Iの滞納処分の執行がされているもの又は当鱗潮納処分の終了の日から3年を経過

しなし
1まい・

認定、特例認定又は認定の有効期間の買新の申請時に、盤 堕 壼整甕慶量量盤壼豊重:世:奎1量1堕:L!堕塵:壺堕壺i
添付
「
ヨ一ヒ (漉 1)その他の事務所がある場合は、その他の事務所所1櫛の滞納処分に係る納税証明書も添けすること

5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人 ttl\ ( \1, \i

6 次のいずれかに該当する法人

暴力団 はい \L \i
暴力団又は暴力団の協成員等の統制下にある法人 はい0ヽこ1


